
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

我が国の経済成長について

資料１



（１）イノベーションの促進

現状と課題 取組の方向性

我が国の経済を牽引する成長産業に係る現状と課題、取組の方向性①

○企業間連携・産学連携によるオープンイノベーション
の推進
・大学を核としたイノベーションエコシステムの形成
・具体の事業・ベンチャー企業創出につながる研究
開発・マッチングの推進

・産学連携の推進に向けた仕組み等の改善

○行政とも連携した技術シーズ開発の推進

・中長期を見据えた研究・技術開発の推進
（ムーンショット型プロジェクトの推進 等）

○イノベーションの担い手となる理工系人材・研究人材
の確保
・研究人材等の国内外の流動性の向上
・初等・中等教育におけるSTEAM人材の育成推進
・待遇改善等による博士人材の確保や、博士号取得
後のキャリアパスの多様化による活躍促進

○日本は新興企業が経済を牽引する状況になく、ユ
ニコーン企業もほとんど生み出せていない

○企業におけるオープンイノベーションは近年活性化
しているが、依然として限定的。死蔵技術も多い

○産学連携による研究への企業の投資は依然低水
準であり、研究の規模や技術シーズ開発にも課題

○研究人材の流動性が低く、特に海外との研究者の
流出入は低水準

○データサイエンスの素地となる理工系専攻の学生
は2000年代以降増加していない

○自然科学系の博士号取得者は近年海外諸国では
増加している一方、我が国では減少している

日本の競争力の現状
・1990年代以降日本の国際的ポジションは大きく後退しており、GDP伸び率の見通しも低い

・全世界の製造業輸出額に占める日本のシェアは90年代の約15％から約４％まで減少

・新型コロナウイルスや更なる感染症の脅威等による世界的な不確実性の高まりに対応していく必要性
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（２）我が国の強みや産業構造を踏まえた成長戦略

現状と課題 取組の方向性

我が国の経済を牽引する成長産業に係る現状と課題、取組の方向性②

○今後重要性が増すと考えられる分野への重点化
（デジタル/バイオ/マテリアル/エネルギー・環境 等）

○日本企業の強みを生かした戦略的取組

・グローバルニッチ分野での国際競争力の維持･向上
・多様・複雑な技術を有するという我が国の強みを生かし
た、データ✕ＡＩ化の「二次的応用」分野での主導権確保

○企業のDXの推進と、高度なAI・IoT人材の育成
・多様な産業分野を出口とするAI・IoTの活用推進
・各産業分野において、AI・IoTを応用できる人材の育成（

短期的な海外高度人材の呼び込みを含む）

○デジタルとリアルを融合させた、きめ細やかで利便性の
高い豊かな社会の実装

○多様な人材の労働参加の促進
(「働きがい」・「生きがい」の実現）

・アクティブシニアの労働参加の促進
・高齢者等へのリカレント教育の充実
・女性の活躍促進に資する多様な働き方の推進 等

○地方圏の経済・産業を牽引するグローバル都市としての
地方中枢都市の競争力向上

○日系企業の製品等の売上高は自動車が突出し
ており、主要製品が少ない一方で、海外諸国と比
較して、売上規模は小さいもののシェアが大きい
製品群が多数存在(例：イメージセンサ、内視鏡、炭素繊維)

○日本は代替が利きづらく複雑な製品のシェアが
高く、「擦り合わせ型」の製品を得意としてきている

（「組み合わせ」型は他国が優位との指摘）

○日系企業はIT・ソフトウェア分野でプレゼンスを発
揮できていない

○各産業分野においてDXは十分進んでおらず、ICT
人材の質と量も不足

○高齢者の多くが65歳以上でも働きたい意識を持
つ一方、大学等における「学び直し」は活発でな
い。また、女性は40歳以上で非正規割合が高い

○近年、札仙広福は圏域ブロックの中で人的・経済
的な集中度を高めてきている 3



（３）経済成長を支える交通基盤の整備

現状と課題 取組の方向性

○国際ゲートウェイ機能・国内ネットワークの強化・充実
・国際戦略港湾・国際空港における世界水準の整備
・基幹航路の維持・拡大、国際線就航都市数の増加
・高速交通ネットワークの整備（ミッシングリンク・暫定2車

線の解消、幹線鉄道の整備等）
・交通結節点（港湾・空港等）へのアクセス整備

○安全・安心に資する交通基盤
・切迫する災害に対するリスクの低減（耐震対策等）
・安全装置等による事故削減
・CIQ（税関、出入国管理、検疫所）強化、保安対策の推進

○インフラ経営の視点を取り入れたストック効果の最大化
・予防保全によるインフラ管理の最適化

（人材の確保・育成を含む）
・AI、自動運転技術等DXの活用による物流の効率化・

人流の円滑化

○脱炭素社会を支える交通基盤
・モーダルシフト等、総合交通体系の構築
・各モードにおけるカーボンニュートラル施策の推進

○交通基盤充実の必要性

・成長著しいアジアにおけるゲートウェイの役割
・輸入に依存する食料・エネルギー等の国内外の輸送の確

保
・災害発生時等におけるリダンダンシーの確保
・コロナ禍で再認識されたリアルな交流の重要性
・生活・生命や経済を支える基礎的インフラとしての役割

（コロナ禍でも必要物資が手元に届く物流基盤とエッセン
シャルワーカーが果たす役割）

○国内の交通基盤の状況

・（港湾）コンテナ船の大型化への対応など、アジア・欧米の
後塵を拝する港湾整備

・（空港）首都圏空港の発着回数が処理能力に迫っており、
施設の増強が急務

・（鉄道）幹線鉄道ネットワークが整備途上

・（道路）諸外国に比べて少ない高速道路の車線数

・（共通）老朽化した施設が急増
運輸部門のCO2排出量が全体の約２割

我が国の経済を牽引する成長産業に係る現状と課題、取組の方向性③
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日本の競争力の現状

（１） イノベーションの促進

（２） 我が国の強みや産業構造を踏まえた成長戦略

（３） 経済成長を支える交通基盤の整備



IMD「世界競争力年鑑2020」における日本の評価

国際経営開発研究所（IMD）が作成する63カ国の競争力指標において、日本の順位は90年代後半から大きく落ち込んでいる。

IMD「世界競争力年鑑」日本の総合順位の推移

（出典）三菱総合研究所「IMD「世界競争力年鑑2020」からみる日本の競争力」（2020年10月）より国土政策局作成 6



各国のGDP伸び率の見込み

（出典）Economic Outlook No 103 - July 2018 - Long-term baseline projectionsより国土政策局作成。
（注1）ＧＤＰの単位は、ドルベースの購買力平価。
（注2）ＥＵ加盟国は、ＯＥＣＤ加盟国のうち、ＥＵに加盟している23か国。
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12.1兆 18.3兆 30.8兆

アジア主要国のＧＤＰは大きく増加し、1995年以降の約50年間で、中国のＧＤＰは約18倍、インドは25.3倍、インドネシ
アは９倍の成長となる見込み。他方、先進国のＧＤＰは緩やかな増加となっており、日本は約1.7倍となる見込み。
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世界の製造業輸出額シェアの推移

世界の製造業輸出額に占めるシェアは、近年中国が躍進する中、日本は1990年代の約１５％から約４％まで減少。

世界における日・米・独・中4か国の製造業の輸出額シェアの推移

（出典）経済産業省 「2019年版ものづくり白書」より国土政策局作成 8



-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

6,200

6,300

6,400

6,500

6,600

6,700

6,800

2
0
1
4
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
1
5
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
1
6
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
1
7
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
1
8
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
1
9
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

2
0
2
0
年
1
月

4
月

7
月

1
0
月

我が国の実質GDP成長率の推移・見通し

（四半期、前期比年率、%）

4-6月期（実績値）
▲29.2％

7-9月期（実績値）
+22.9％

10-12月期:+3.73

新型コロナウイルスによる日本経済への影響

（備考）
１．実績値は内閣府「四半期別GDP速報（2020年7-9月期・2次速報）」(2020年12月8日公表)、予測値は日本経済研究セ

ンター「ESPフォーキャスト調査」(2021年1月13日公表)、アメリカ商務省、ドイツ連邦統計局、英国統計局、フランス国立

統計経済研究所、欧州委員会により国土政策局作成。
２．ESPフォーキャストとは、民間エコノミスト約40名を対象に、GDP成長率などの見通しをヒアリングし結果を集計した

もの。

非正規の
前年差
（右軸）

正規の
前年差
（右軸）

就業者数
（左軸）

就業者数の推移

（万人） （前年差、万人）

非正規の前年差
2020年4月：▲97万人 8月：▲120万人

5月：▲61万人 9月：▲123万人
6月：▲104万人 10月：▲85万人
7月：▲131万人 11月：▲62万人

統計が比較可能な
2014年以降で最大
の減少幅

（備考）総務省統計局「労働力調査」より国土政策局作成。
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予測（ESP
フォーキャ
スト予測値
総平均）

20年Q2成長率 20年Q3成長率

日本 ▲29.2 22.9%
アメリカ ▲31.4 33.4%
ドイツ ▲33.8 38.5%
フランス ▲44.8 98.3%
英国 ▲56.5 81.0%

（前期比年率）

我が国の4-6月期の実質GDP成長率は、前期比年率で▲29.2%となったものの、7-9月期には、前期比年率22.9％と４期ぶりのプ
ラス成長となっている。
非正規の就業者数は、2020年４月以降前年同月と比べ減少を続けており、2014年以降最大の減少幅となっている。



世界の不確実性の推移

世界の不確実性指数（World Uncertainty Index。政策をめぐる不確実性や経済の先行きの不透明性を定量化した指標）はかつて
なく上昇している。

10（出典）未来投資会議（第38回）会議資料より国土政策局作成



11

日本の競争力の現状

（１） イノベーションの促進

（２） 我が国の強みや産業構造を踏まえた成長戦略

（３） 経済成長を支える交通基盤の整備



スタートアップ企業と経済成長（日米比較）

米国では1990年以降に設立された企業価値１兆円以上の企業が相当数存在するが、日本においては限定的。

(出典）経済産業省「産業構造審議会 第14回研究開発・イノベーション小委員会」 会議資料（令和元年10月16日）より国土政策局作成 12



ユニコーン企業創出数、時価総額（国際比較）

日本のユニコーン企業創出数、時価総額規模は極めて低水準。

(出典）経済産業省「産業構造審議会 第14回研究開発・イノベーション小委員会」 会議資料（令和元年10月16日）より国土政策局作成 13



企業におけるオープンイノベーションの状況

(出典）経済産業省「新産業構造ビジョン」中間整理（平成28年4月27日） 14



日本企業の研究開発費に占める外部研究費

日本企業の研究開発費に占める外部研究費は近年伸びているが限定的。

15(出典）経済産業省「産業構造審議会 第14回研究開発・イノベーション小委員会」 会議資料（令和元年10月16日）より国土政策局作成



企業と大学の共同研究の状況

海外と比較して、日本では企業から大学への研究費の拠出割合、１件当たりの平均共同研究費が少ないなど産学連携が進
んでいない。

国 2009年（％） 2014年（％）

日本 0.45 0.41 

アメリカ 1.13 1.00 

ドイツ 3.73 3.70 

イギリス 1.79 1.69 

韓国 1.68 1.30 

中国 4.04 3.01 

企業の総研究費に対する
大学への研究費の拠出割合

日本の大学等における
１件当たり共同研究費

(出典）未来投資会議構造改革徹底推進会合「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合（イノベーション）（第4回）経済産業省提出資料、
経済産業省「新産業構造ビジョン」中間整理（平成28年4月27日）より国土政策局作成

※OECD「Research and Development Statistics」に基づき経済産業省作成
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(出典）経済産業省「新産業構造ビジョン」中間整理（平成28年4月27日）より国土政策局作成

研究人材の流動性

日本における研究人材の流動性は非常に低い。

17



研究者の国際的な流出入の状況（国際比較）

日本の研究者はOECD諸国と比べ、研究者全体に占める国際的な流出入の割合が非常に低い。

研究者の国際的な流出入の割合（2016年）

(出典）内閣府「平成30年度 年次経済財政報告」より国土政策局作成 18



理工系人材の状況

理工系の大卒相当者数の推移
（1998年＝100として指数化）

※理工系：工学、科学、数学、物理等 （医学、薬学、農学等は含まない）

（出典）OECD stat 「Graduated by field of education」より国土政策局作成
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海外主要国では2000年代以降理工系学生は増加してきているが、日本は横ばいとなっている。
日本の大卒相当者に占める理工系学生の割合は23％であり、韓国・ドイツ等に比べて低水準。

大卒相当者に占める理工系学生の割合
(2012年)
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博士号取得者数（国際比較）

博士号取得者数（人口100万人当たり）

日本の自然科学系の博士号取得者数は他の主要国に比べて少なく、かつ、近年減少している。

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2020、調査資料-295、2020年8月より国土政策局作成 20

年度 計 人文・社会科学 自然科学 その他

日本
2008 131 17 101 13

2017 119 14 93 13

米国
2008 205 48 123 33

2016 268 57 168 43

ドイツ
2008 312 79 225 8

2017 344 76 260 8

フランス
2008 169 65 103 1

2017 168 61 105 2

英国
2008 286 81 192 11

2017 376 111 248 17

韓国
2008 191 53 115 23

2018 284 92 163 30

中国
2008 32 -

2018 43 -



博士号取得者の民間企業での採用状況

博士課程修了者の雇用先機関
（2015年修了者）

博士課程修了者の雇用先の内訳をみると、民間企業は約１／４にとどまる。
企業が博士課程修了者を採用しない理由としては、「内部人材育成の方が効果的」「専門性をすぐに活用できない」等が多い。

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2019」、「民間の研究企業活動に関する調査報告2012」より国土政策局作成 21

民間企業が博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由

58.0%

57.2%

41.1%

23.2%

21.2%

17.2%

11.7%

9.1%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80%

企業内外（大学院含む）での教育・訓練に
よって社内の研究者の能力を高める方が、博
士課程修了者を採用するよりも効果的だから

特定分野の専門的知識を持つが、企業ではす
ぐに活用できないから

企業の研究開発の規模が小さい、もしくは縮
小するから

専門分野以外では研究を推進できないから

研究開発以外の点で有益でないから

企業の業績が不振だから

研究開発に有益な特定分野に関する専門的な
知識が不足しているから

博士課程修了者の能力について知らないから

上記以外の点で研究開発に有益ではないから

52.3

8.8

24.7

7.9
3.3 3

大学等 公的研究機関

民間企業 非営利団体

個人事業主 その他・無所属
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日本の競争力の現状

（１） イノベーションの促進

（２） 我が国の強みや産業構造を踏まえた成長戦略

（３） 経済成長を支える交通基盤の整備



日系企業の主要製品・部材の売上高と世界シェア

日系企業が大きな売上規模をもつのは自動車（世界シェア23％、売上額63兆円）であり、我が国の産業は自動車産業
が牽引している状況。一方、海外諸国と比較して、売上規模は小さいもののシェアが大きい製品群がより多く存在。

（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成29年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」より国土政策局作成

シェア６０％以上の製品群：270個

23



（参考）米国系企業の主要製品・部材の売上高と世界シェア

米国系企業は自動車、医療用医薬品、携帯電話などで大きな売上規模。

24（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成29年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」より国土政策局作成



（参考）欧州系企業の主要製品・部材の売上高と世界シェア

欧州系企業は自動車、医療用医薬品、炭素鋼などで大きな売上規模。

25（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成29年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」より国土政策局作成



（参考）中国系企業の主要製品・部材の売上高と世界シェア

中国系企業は炭素鋼、自動車、携帯電話などで大きな売上規模で、電気自動車でシェアが高い。

26（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成29年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」より国土政策局作成



シェア６０％以上の製品群（主要製品・部材）

日本企業の製品群のうち、世界シェア60%以上を誇るものが270個あり、他国に比べて多い。
内訳をみると、部材関係が高い割合を占める。

270

124
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（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成29年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」、
経済産業省 「2019年版ものづくり白書」より国土政策局作成

シェア６０％以上の製品群数（個） シェア６０％以上に含まれる製品群の内訳（日系企業）

部材関係
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（参考）日系企業の主要製品・部材の売上高と世界シェアの近年の変化

日系企業の近年の変動を見ると、エレクトロニクス系の最終製品は売上規模、シェアともに低下している一方、自動車及び部
素材ではいずれも上昇してきている。

（出典）経済産業省 「2019年版ものづくり白書概要」より国土政策局作成 28



「産業技術ビジョン2020」（2020年5月29日）

29
（出典）経済産業省「産業技術ビジョン2020（概要）」



製品複雑性指標の高い製品におけるシェア（国際比較）

（出典）内閣府「令和元年度 年次経済財政報告」より国土政策局作成

輸出額に占める「複雑度の高い製品」のシェアを見ると、日本は高い水準であり、生産工程が多様であり、生
産できる国が限られる製品について、高い競争力を持つと考えられる。
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出典： The Observatory Economic Complexity Economic Complexity Legacy Rankings (ECI)および国際連合（UN） National Accounts Main Aggregates Databaseより国土政策局作成

経済複雑性指標ランキング（2017年）
順位 国 ECI

1 日本 2.31
2 スイス 2.24
3 ドイツ 2.08
4 シンガポール 1.87
5 スウェーデン 1.81
6 韓国 1.78
7 アメリカ 1.76
8 フィンランド 1.71
11 イギリス 1.53
14 フランス 1.39
27 ロシア 0.85
33 中国 0.69

日本

正の相関

※経済複雑性指標 ： 国家の多様性と製品の遍在性の指標を組み合わせ、ある国家の輸出品の相対的な複雑性を表したもの。指標が
「高い」ということは、その国家の輸出品目が多岐にわたり、且つそれらが遍在性の低い品目（高度な技術を要するた
め生産国が限られている製品など）であり、それらが多様性の高い国家で生産されていることを示している

複雑性指標の国際比較

日本の経済複雑性指標は１位（2001～2017年まで１位）となっており、多様かつ希少な製品づくりが強みと
評価されている。
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日本の企業が得意とする製品・工程アーキテクチャ

（出典）RIETI政策シンポジウム 「世界経済危機下のイノベーション」藤本隆宏氏講演資料より国土政策局作成

日本の企業は緊密な相互調整やコミュニケーションを背景として、「擦り合わせ型」の製品・工程アーキテクチャを持つ
製品において強みを発揮してきたが、米国・中国が得意とする「組み合わせ型」は不得手としてきたと指摘されている。
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ソフトウェア・ITハードウェア部門の売り上げと世界シェア（国際比較）

＜日本＞ ＜米国＞

＜EU＞ ＜中国＞

（出典）新エネルギー・産業技術総合開発機構「平成30年度 日系企業のモノとサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」より国土政策局作成

ソフトウェア・ITハードウェア部門では日系企業は世界シェアを獲得できておらず、特に米国・中国に大きな差をつけられている。

日系企業はシェアを獲得できていない
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サイバーフィジカル分野領域へのアプローチの可能性

（出典）経済産業省 「2019年版ものづくり白書」（コラム 「デジタル化時代のものづくり」より国土政策局作成

多様かつ複雑な製品等に強みを持つ日本企業は、現場力を維持しつつ、製造におけるリアルデータの処理と
現場でのICT活用といった領域で主導権を握る余地があると考えられる。
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データ×AI化の世界における第２，第３の波

（出典）産業構造審議会新産業構造部会第５回資料（安宅和人氏発表資料）より国土政策局作成

データ×AI化の世界では第１波はほぼ終わりに近づいているが、産業革命同様に第２波、第３波がくる可能性
が高く、様々な産業技術に強みを有する我が国が台頭するチャンスは大いにあると考えられる。
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ＩＣＴ投資額の推移の各国比較

日本のICT投資額は1990年頃は米国と同規模であったが、1997年をピークに漸減傾向にあり2017年時点で
は米国の1/4程度となっている。
ICT投資額に占める割合はソフトウェアがハードウェアを上回ってきている。

（出典）総務省「令和元年版 情報通信白書」より国土政策局作成

【日本】

【米国】
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企業のDX取組状況

※DX指標の自己診断 ： 2018年に公表したDXレポートの内容の具体化、取り組みに必要な項目をまとめた「DX推進ガイドライン」
が2018年に公表され、2019年7月に本ガイドラインに則る形で企業による自己診断を可能とする「DX推
進指標」を公開。DX推進の成熟度を0から5の6段階で評価する定性指標。

（出典）経済産業省「DXレポート２（中間とりまとめ）」（令和2年12月28日）より国土政策局作成

DX推進指標自己診断結果

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）がDX（デジタルトランスフォーメーション）推進指標の自己診断（※）結
果を収集し、2020年10月時点での回答企業約500社におけるDX推進への取組状況を分析した結果、全体
の９割以上の企業が未着手か、一部部門での実施に留まっている。
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データサイエンティストに求められる３つのスキル

※（一社）データサイエンティスト協会提供資料

データ×AIを実際の事業や他分野で活用するためにはデータサイエンス力、データエンジニアリング力に加
え、深い知識を元に課題を整理し、サイエンス、エンジニアリングとつなげるビジネス力の３つが必要。
（初等教育からの導入が検討されているプログラミングスキルはエンジニアリング力の前提的要素に過ぎない）

38（出典）経済産業省 「2020年版ものづくり白書」より国土政策局作成



ユーザー企業におけるＩＴ人材の不足感

ＩＴを利用する側のユーザー企業において、ＩＴ人材に対する不足感は量、質ともに増加傾向であり、直近で
は「大幅に不足している」、「やや不足している」と感じる企業が約9割となっている。
ＩＴ人材の質に対する不足感は、従業員規模が大きい企業で高い。

（出典）情報処理推進機構「IT人材白書2020」より国土政策局作成

※業界団体（JUAS、JEITA）等の会員企

業、民間データベース登録企業（情報シ
ステム部門）の3,000社を対象。（回収数
821社、回収率27.4％）
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ＩＴ人材の各国比較（ＩＴスキル標準レベルと給与の評価）

（出典）経済産業省「ＩＴ人材に関する各国比較調査結果報告書」（平成28年6月）より国土政策局作成

各国のITスキル標準レベルを比較すると、日本は米国やインドに比べて、高度な知識・技能を有している人
材の割合が低く、給与の評価も低い傾向。
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高度人材の流入の状況（国際比較）

高等教育修了者（大卒以上相当）の
海外からの流入人口の推移（対人口比）

主要国の留学生受け入れ人数の推移

日本は主要国に比べて海外からの高度人材の流入割合が少ない。

（出典）経済産業省「通商白書2016」より国土政策局作成 41



（参考）第４次産業革命によって実現される社会ニーズ

（出典）経済産業省「新産業構造ビジョン」（平成29年5月30日） 42



50～60歳代の人の65歳以降における諸活動への関心度

50～60歳代による将来（65～79歳）における諸活動への参加関心度は「雇用されて働くこと」が最も高く、
ボランティアや地域活動、福祉関係のサポート活動等に対する関心はそれほど高くない。

50－60歳代による将来（65－79歳）における諸活動への参加関心度

（出典）厚生労働省委託事業：東京大学高齢社会総合研究機構「高齢者の社会参加の実態とニーズを踏まえた社会参加促進策の開発と社会参加効果の実証に関する調
査研究事業」（2014年3月）より国土政策局作成
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収入のある仕事はしていない（n=1101）

働けるうちはいつまでも 80歳くらいまで 75歳くらいまで 70歳くらいまで

65歳くらいまで 仕事をしたいとは思わない 不明・無回答

高齢者の就業に対する意識

（出典）内閣府「令和２年度高齢者白書」より国土政策局作成

60歳以上の人の６割近くが70歳以上まで働きたいと考えている。

何歳ごろまで収入を伴う仕事をしたいかについての意識（就業状況別）
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高齢者就労率の長期推移

(%)

（出典）労働力調査（基本集計）より国土政策局作成

注）1972年7月以降、沖縄県の数値が加算されている。
2011年は東日本大震災の影響により推計値となっている。

65歳以上の高齢者の就労率は2010年以降上昇しており、直近の2019年では25％となっている。特に、65
歳から69歳では48％となっている。
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高齢者の社会参画の可能性

（出典）スポーツ庁「令和元年度体力・運動能力調査結果」より国土政策局作成
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※「起業家」とは、過去１年間に職を変えた又は新たに職についた者のうち、
現在は自営業種（内職者を除く）となっている者をいう。

全国的に高齢化が進む一方、高齢者の体力は、年々向上しており、今後数年のうちに75～79歳の体力が平成10年
の65～69歳の体力に追いつく可能性。

起業家の年齢別構成を見ると、3人に1人が60歳以上を占めており、豊富な社会経験の蓄積に基づき、退職後も何ら
かの形で働き続けたいという意欲のあるシニア層が増加。
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（出典）中小企業庁「中小企業白書2014」、総務省「就業構造基本調査」より

国土政策局作成
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（出典）総務省「人口推計」（国勢調査実施年は国勢調査人口による）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」をもとに、国土政策局作成

年齢階層別将来推計人口

（年）

2015年

（推計）

（人口、万人)

生産年齢人口
(15～64歳)

前期高齢者人口
(65～74歳)

若年人口
(０～14歳)

1,595万人
（12.5%）

7,728万人
（60.8％）

1,755万人
（13.8％）

2050年
総人口

10,192万人

総人口
12,709万人

後期高齢者人口
(75歳以上) 1,632万人

（12.8％）

日本の人口減少を年齢階層別に見ると、2015年から2050年にかけて、生産年齢人口は2,453万人減少する。

一方、後期高齢者を生産年齢人口と捉えれば、2039年でも現在の64歳までの生産年齢人口は維持できる見通しであり、社
会の活力の底上げのためにも、働く意欲のあるアクティブシニア等の一層の労働参加が期待される。

2039年
15～74歳人口

7,744万人
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高年齢者の就労におけるミスマッチ

48

60～69歳の人のうち、仕事に就いていない人の約１／４は仕事をしたいと思っているにもかかわらず仕事につけていない。
仕事をしたいと思っているものの仕事につけていない理由としては「適当な仕事がみつからなかった」が３割程度。
適当な仕事がみつからない理由としては、「職種が希望と合わない」に加えて、65歳以上では「仕事がない」との回答が多い。
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職種が希望と合わなかった 条件にこだわらないが、仕事がない 労働時間が希望と合わなかった

勤労場所が希望と合わなかった 賃金、報酬が希望と合わなかった その他

（出典）労働政策研究・研修機構（2020）「６０代の雇用・生活調査」より国土政策局作成

※60～69歳を対象としたアンケート調査による。（調査時期 2019 年7 月～8 月、有効回答数）

60～69歳の人で仕事に就いていない人が
仕事をしていない理由

26%

72%

2%

仕事をしたいと思いながら仕事につけなかった

仕事をしたいと思わなかった

無回答

28%

1%

38%

20%

8%

0%

5%
適当な仕事が見つからなかった

請負や内職の仕事の注文がこ
なかった
本人の健康上の理由

家族の健康上の理由（介護等）

家庭の事情

起業・開業の準備中であった

その他

仕事をしたいと思いながら仕事につけなかった主な理由



学び直しの状況（国際比較）

（出典）内閣府「平成30年度年次経済財政報告」より国土政策局作成

25～64歳のうち大学等の機関で教育を受けている者の割合は、日本は2.4％とOECD平均を大きく下回る水準。

教育機関で学ぶ人の割合（２５～６４歳）
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年齢階級別就業率

2019年の年齢階級別の就業率を見ると、男女ともに65歳以上で低くなっている。
男性に比べ、女性は非正規雇用の割合が高く、特に40代以上で顕著。
30歳台の女性において正規雇用・非正規雇用共に就業率が高まったことにより、いわゆる「M字カーブ」は解消しつつある。

（出典）総務省「労働力調査（基本集計）」、「労働力調査（詳細集計）」より国土政策局作成

※正規雇用者は「正規の職員・従業員」、非正規雇用者は「非正規の職員・従業員」。正規雇用者、非正規雇用者以外の就業者数は、就業者数より正規雇用者数
と非正規雇用者数を除したもの（役員や自営業者等）。
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※各年齢階級別人口は「労働力調査（基本集計）」による。就業者数については「労働力調査（詳細集計）」により「正規雇用者数」、「非正規雇用者数」、「正規雇用者、
非正規雇用者以外の就業者数」の構成比を計算したうえで、「労働力調査（基本集計）」の就業者の数値に乗じて案分して値を算出。



地方中枢都市の転出入状況（2017年）（札幌市）

札幌市は、北海道内他市町村から11,682人の転入超過となっており、東京圏への転出超過等を差し引いても、
8,779人の転入超過となっている。

（出典）「第2回 地域魅力創造有識者会議」（平成30年9月）会議資料より国土政策局作成 51



地方中枢都市の転出入状況（2017年）（仙台市）

仙台市は、東北地方内他市町村から5,496人の転入超過となっており、東京圏への転出超過等を差し引くと、
1,724人の転入超過となっている。

52（出典）「第2回 地域魅力創造有識者会議」（平成30年9月）会議資料より国土政策局作成



地方中枢都市の転出入状況（2017年）（広島市）

広島市は、中国地方内他市町村から2,318人の転入超過となっており、東京圏への転出超過等を差し引くと、
582人の転入超過となっている。

53（出典）「第2回 地域魅力創造有識者会議」（平成30年9月）会議資料より国土政策局作成



地方中枢都市の転出入状況（2017年）（福岡市）

福岡市は、九州地方内他市町村から9,124人の転入超過となっており、東京圏への転出超過等を差し引いても、
8,678人の転入超過となっている。

54（出典）「第2回 地域魅力創造有識者会議」（平成30年9月）会議資料より国土政策局作成



札仙広福の広域ブロックにおける位置づけの推移

総生産：県民経済計算（内閣府）の経済活動別県内総生産（名目）を用いて国土政策局作成。
従業者数：事業所・企業統計調査（総務省）（1986年度～2006年度）経済センサス‐基礎調査結果（総務省）（2009年度・2014年度）を用いて国土政策局作成。

注．札幌市は北海道に占める割合、仙台市は東北圏（青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県）に占める割合、
広島市は中国圏（鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県）に占める割合、福岡市は九州圏（福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県）に占める割合を算出

北海道・東北圏・中国圏・九州圏における総生産・従業者の地方中枢都市への集中度は1980年代後半に比べ
強まっており、特に総生産における仙台市・福岡市において顕著。
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東京都 大阪府 愛知県 札幌市 仙台市 広島市 福岡市 全国

主要都市の域内総生産の伸び率

（出典）県民経済計算（内閣府）の経済活動別県内総生産（名目）を用いて国土政策局作成。
※2008SNA・平成23年基準計数

域内総生産の伸び率（2012年→2017年)

域内総生産の伸びを見ると、地方中枢都市は全国平均及び東京都・大阪府よりも高い水準となっている。
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スタートアップ・エコシステム拠点都市の形成

（出典）内閣府HP「スタートアップ・エコシステム拠点都市計画」より国土政策局作成

札幌市等・宇宙スタートアップ創出に向けた推進主体 仙台市等・エコシステム形成主体の構成組織と役割分担

福岡市等・エコシステム形成主体の構成組織と役割分担

スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略を踏まえ、「スタートアップ・エコシステム拠点都市形成プラン」が公募され、「グローバル
拠点都市」として福岡市等、「推進拠点都市」として札幌市等、仙台市等、広島県等が選定（令和2年7月） 。

広島県等・エコシステム形成主体の構成組織と役割分担 57



58

日本の競争力の現状

（１） イノベーションの促進

（２） 我が国の強みや産業構造を踏まえた成長戦略

（３） 経済成長を支える交通基盤の整備



アジアを中心とした貿易の拡大

アジアを中心として、世界の貿易及びそれに伴う国際物流が近年急速に拡大しており、我が国の貿易相手国
も中国をはじめとしたアジアにシフトしている。

59（出典）国土交通省「第１回2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会 資料２」より国土政策局作成



食料自給率、エネルギー自給率の国際比較

我が国の食料自給率（38％）、エネルギー自給率（9.6％）は諸外国と比べて低く、多くを海外に依存している。

（出典）農林水産省HP（令和３年１月７日閲覧）より国土政策局作成

諸外国の食料自給率比較

※エネルギー自給率とは生活や経済活動に必要な一
次エネルギーのうち、自国内で確保できる比率。
※表内の順位は2017年OECD35カ国中の順位。
（出典） IEA「World Energy Balances 2018」の2017年推

計値、日本のみ「総合エネルギー統計」の2017年度確
報値。資源エネルギー庁HP（令和３年１月７日閲覧）よ
り国土政策局作成

諸外国のエネルギー自給率比較

※再生可能エネルギー等は水力を除き、未活用エ
ネルギーを含む。
（出典）総合エネルギー統計。資源エネルギー庁
HP（令和３年１月13日閲覧）より国土政策局作成

我が国の一次エネルギー国内供給構成
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諸外国の主なコンテナターミナル

我が国の水深16m以深のコンテナバース延長は、アジア・欧米と比べて短く、コンテナ船の大型化に対応し
た港湾整備の面で後塵を拝している。

61（出典）「数字でみる港湾2020」より国土政策局作成



アジア主要港のコンテナ取扱個数

1984年にはコンテナ取扱個数で世界のトップ10に我が国の2港が入っていたが、今では順位を大きく落と
し、中国等のアジア主要港が上位を占めている。

62（出典）国土交通省港湾局資料より国土政策局作成



世界各都市内の空港の就航都市数・発着回数・旅客数
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欧米において高速道路は平均4車線以上であるのに対し、日本は暫定2車線区間も多く、片側1車線が約4
割を占めている。

高速道路の車線数の各国比較

高速道路の車線数別延長の構成比

64



交通ネットワークの整備の状況（高規格幹線道路・新幹線・リニア中央新幹線）

全国各地に高規格幹線道路のミッシングリンクが存在している。幹線鉄道においても整備途上である。
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国内貨物量は、緩やかな減少傾向、国内旅客数は、増加傾向にある。（コロナ前の状況）

国内貨物輸送量・国内旅客数の推移

国内貨物輸送量の推移 国内旅客数の推移

出典：国土交通省「全国幹線旅客純流動調査」より国土政策局作成
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東日本大震災発生後の事例（日本海側幹線道路網の活用）

東日本大震災では日本海側の幹線道路網が物資の輸送ルートとして機能した。（東北・関東間の道路網の
機能が制限される中で、日本海側の北陸道や関越道、直轄国道の交通量が増加）

出典：社会資本整備審議会第13回道路分科会資料（2011年5月） 67



インフラ等の老朽化

出典：第25回 国と地方のシステムワーキング・グループ
資料（令和２年11月10日）より国土政策局作成

高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、港湾等について建設後50年以上経過する施設数が
加速度的に上昇。

建設後50年以上経過する施設の割合 老朽化インフラの一例

早期に対策が必要な施設

出典：令和２年版国土交通白書より国土政策局加工

4

4

68

■2020年3月 ■2030年3月

床版鉄筋露出



2018年度における日本の二酸化炭素排出量（11億3,800万トン）のうち、運輸部門からの排出量（2億
1,000万トン）は18.5％であり、そのうち自動車が約８割を占めている。
自動車の輸送量当たりの二酸化炭素の排出量は船舶、鉄道と比べ高い。

運輸部門のCO2排出量
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出典：総合政策局環境政策課資料より国土政策局作成

輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（2018年度 貨物）

［g-CO2/トンキロ］

運輸部門におけるCO2排出量我が国の各部門おけるCO2排出量
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モーダルシフト等推進事業

出典：総合政策局物流政策課物流効率化推進室資料 70



カーボンニュートラルポート（CNP）のイメージ（バルクターミナル等）

各企業輸送先等へ

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボン
ニュートラルポート（CNP）の形成に向けた検討を実施。

出典：国土交通省港湾局資料より国土政策局作成 71


